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A. 研究目的 

わが国では出生数と小児人口が想定以上

に急激に減少しており、持続可能な小児周

産期医療体制の再構築が喫緊の課題となっ

てきている。 

本研究では、日本小児科学会内の小児医

療提供体制委員会、情報管理委員会、救急・

集中治療委員会、新生児委員会、社会保険委

員会、働き方改革ワーキンググループ、グラ

ンドデザイン策定ワーキンググループなど

の委員や担当理事を研究分担者に加え、さ

らに日本小児科医会などの関連団体とも連

携し、2030年以降の第 9次医療計画のため

に持続可能で地域間格差が少ない小児医療

体制の維持・実現のための政策提言を行う。

本研究は以下の 3つをテーマとする。 

課題 1：小児科医師確保計画と病院機能 

分類の見直しに向けた実態調査と

提言の作成 

 

 

 

課題 2：働き方改革開始後の小児医療の 

現状調査 

課題 3：小児救急電話相談マニュアルの  

改訂（＃8000 マニュアルの改訂） 

 

B. 研究方法 

課題 1：小児科医師確保計画と病院機能分

類の見直しに向けた実態調査と提言の作成 

（担当：伊藤秀一、赤坂、是松、伊藤英介、

種市、日下、豊田、矢内）      

i）「病院における小児科及び新生児科の 

診療体制に係る調査（病院調査）」の実施。 

日本小児科学会の「情報管理委員会」による

病院調査を 2 年ぶりに実施する。これをも

とに小児科学会が定義する小児医療提供体

制（病院の機能・役割の分類）の分類を見直

し、将来的には厚生労働省による分類との

統合を見据えた提言を行うことにより、小

児医療政策の実効性を高める。 

研究要旨：わが国では想定以上に急激な少子化が進行しており、近い将来、小児周

産期医療体制の再構築や効率化は避けられないであろう。そのために日本小児科学会

内の小児医療政策に関連する委員会やワーキングチームと協力して、2030年に開始さ

れる第 9次医療計画において持続可能な小児医療のデザインを提言する必要がある。

くわえて、政策実現の円滑化のために、日本小児科学会が定義する小児医療提供体制

（病院機能、役割分担など）の分類を見直し、厚生労働省の分類との統合を目指す。

同時に小児初期救急医療の効率化のために小児救急電話相談マニュアルの改訂 

（＃8000）の改訂も行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ii)「小児医療協議会の設置状況調査」の 

実施。 

日本小児科学会の「小児医療提供体制委

員会」が中心となり、小児科医確保に関し

て、専門医プログラムの責任者を務めてい

る大学小児科主任教授などを対象に、各都

道府県の小児医療協議会の設置・開催状況、

小児科医師確保計画の取り組みと有効性に

ついて調査する。 

 

課題 2：働き方改革開始後の小児医療の 

現状調査 

（担当：伊藤秀一、赤坂、是松、伊藤英介、

種市、日下） 

日本小児科学会内の「働き方改革ワーキ

ンググループ」の支援のもと、医師の働き方

改革開始後の、地域小児・新生児医療におけ

る勤務や教育への影響について、専攻医と

指導医を対象に調査する。 

 

ii)大都市圏以外の地域における小児医療

体制維持のモデル研究 

小児科医の確保が困難な小児科医過疎・

減少地域における小児医療体制の好事例を

集め、モデルとして提示する。また小児科医

不在地域における他の診療科との連携の取

り組みなどの調査も検討する。 

 

課題 3：小児救急電話相談マニュアルの 

改訂（担当：井上、伊藤秀一） 

医療資源の効率的な活用を目的に、こど

も医療電話相談（＃8000）などの事業に用い

られている、小児救急電話相談マニュアル

（平成 21年度の厚労科研で作成）の改訂を

行い、より効果的な小児救急患者のトリア

ージ体制の確立を目指す。実際にはホーム

ケアの内容の追加、ワクチンや薬剤のアッ

プデートをする。 

 

C. 研究結果 

課題 1：小児科医師確保計画と病院機能分

類の見直しに向けた実態調査と提言の作成 

「病院における小児科及び新生児科の診療

体制に係る調査」を実施中。解析は来年度以

降。その後、小児科学会と厚生労働省による

小児医療提供体制（病院の機能・役割の分

類）定義との統合を見据えた提言を行う。 

厚生労働省 医政局地域医療計画課 救

急・周産期医療等対策室の担当者も参加し

て WEB会議を実施し（2025年 4月 21日、9

月 3日）、本事案における厚労省の意向の確

認を行った。さらに小児科学会小児医療体

制提供委員会のメンバーで 2 分類の統合化

（厚労省分類を改変し統合）について WEB

会議を開催し（2025 年 4 月 20 日、10 月 6

日、10月 22日）統合化への合意形成を行っ

た。研究班の全体会議は、2025.05.01，

2026.02.13に開催した。今後は厚労省分類

の一部改変について提言する。その際にこ

ども家庭庁などとも連携する。 

「小児医療協議会の設置状況調査」につい

ては調査票素案を作成中。来年度調査を実

施する。 

 

課題 2：働き方改革開始後の小児  

「小児科専攻医向けおよび指導医向けアン

ケート」の調査票はほぼ完成しており、今後

調査を開始予定。 

大都市圏以外の地域における持続可能な

小児医療体制のモデル研究については、岩

手医大（オンライン診療含む）、済生会滋賀



県病院、大分県、富山県、三重県などの実例

について研究を行った。（詳細は分担研究者

の報告書参照のこと） 

 

課題 3：小児救急電話相談マニュアルの 

改訂 

  厚生労働省 医政局地域医療計画課 

救急・周産期医療等対策室と会議を開催し

た。 改訂ワーキングチームを結成し、現在

のマニュアルの追補改定点について調査し、 

改訂に着手。今後、マニュアルの実用性を高

めるために、以下も検討の予定。 

① 病院からのフィードバックに関する情

報を集める 

②  対応者研修で出された質問を入手 

③  相談事業の位置付け（コンセプト等）、

#7119との違いなどを明文化する 

④  病院と電話相談事業の連携が上手く 

進んでいる事例をあげる 

などについて検討する必要がある。 

（詳細は分担研究者井上の報告書参照） 

 

E. 結論 

わが国では出生数と小児人口が想定以上

に急激に減少しており、持続可能な小児周

産期医療体制の再構築が喫緊の課題となっ

てきている。日本小児科学会内の小児医療

政策に関連する委員会やワーキングチーム

と協力して、2030年に開始される第 9次医

療計画において持続可能な小児医療のデザ

インを提言する必要がある。 
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